
事業名 県内企業雇用環境改善支援事業

１．予算措置状況 令和３年度 18,147千円（令和２年度 18,900千円）
(沖縄振興特別推進交付金 8/10補助)

事業期間：H24～H33（R3）

２．事業の概要
(1) 目的

県内企業における従業員のスキルアップとキャリア形成への取組みを支援し、働
きがいのある職場づくりの構築と離職率の改善を図る。

(2) 現況
沖縄県の離職率は6.7％(全国5.0％)と高く、失業率が高い要因の一つになってい

る。これは企業の開廃率が全国一であり、中小零細企業が多く経営基盤が脆弱であ
ることや、製造業などに比べ人材育成方法の確立が遅れているサービス産業の割合
が大きいこと等が背景にあると考えられる。
このような状況を踏まえ、県内企業が各社では取組みが難しい人材育成について

支援を行うことで、雇用環境の改善を図ることが必要である。

(3) 事業の内容
従業員が働きがいを感じ、スキルアップとキャリア形成を行うことができる職場

づくりの構築を促すため、以下の施策により県内企業の人材育成支援を行う。
①優れた人材育成の取組みを行う企業を認証する沖縄県人材育成企業認証制度の実
施

②Ｗｅｂ等を活用した認証制度・認証企業の周知広報
③受講修了者が、各企業における人材育成を推進する上での中心となる者（人材育成
推進者）として、自社の業種・規模等の特性に応じて人材育成計画を策定し、その
実施を推進すると伴に、認証制度の取得に繋がることを目指す人材育成推進者養成
講座の実施

〈事業スキーム〉

事
務
局

企
業

・策②
＜Web等を活用した支援＞
・認証制度のメリットや認証企業
（人材育成に優れた企業）の優れ
た点をＷｅｂ等を通じて周知

委託

・策① ＜沖縄県人材育成企業認証制度＞
・優れた人材育成の取り組みを行う企業を認証。

県認証

県全体として離職率・完全失業率の低下
認証取得を目指し、

人材育成に取り組む企業の拡大

働く人の利点：働きがい、スキルアップ、キャリア形成
企業の利点：生産性・ｻｰﾋﾞｽ品質の向上

フォローアップ

・策③＜人材育成推進者・成講座＞

・県内企業の経営層を対象に支援を行い人材育成手法等を修得
参加

修
了

取り組み実・
人材育成推進者

(自社取り組みの中核)

広報
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事業名：県内企業雇用環境改善支援事業

①予算区分：委託料
②委 託 先：特定非営利活動法人沖縄人財クラスタ研究会

株式会社エスエフシー
株式会社コーポレイト・ユニバーシティ・プラットフォーム
琉球インタラクティブ株式会社
以上、４者によるコンソーシアム

③委託内容：沖縄県人材育成企業認証制度の審査及びＷｅｂ等を活用した周知広
報活動、認証取得申請企業の支援、人材育成推進者養成講座の実施
等

(3) 期待される事業効果
企業が人材育成に取組むことにより、従業員は働きがいを感じながら、スキルの

獲得、キャリア形成を行うことができる。そのことにより企業内が活性化し、生産
性の向上・業務拡大等による雇用の創出、離職率の改善等が見込まれる。

３．事業実績
成 果 目 標 令和3年度目標 令和2年度実績

人材育成認証企業数 20社 3社
人材育成推進者養成企業数 60社 52社
・沖縄県人材育成企業認証制度において新たに7社を認証。累計で45社となった。
・人材育成推進者養成講座により、51社75名の修了認定を行った。

４．事業目標
成 果 目 標 令和3年度目標

人材育成認証企業数 20社
人材育成推進者養成講座修了企業数 60社

５．補足説明
(1) 雇用環境の改善とは

本事業における雇用環境の改善とは、企業において人材育成の仕組みを整備して
実施し、従業員が働きがいを感じながら、スキルアップやキャリア形成を行い、自
己成長を実感し、今後も自己成長が予感できる働く環境になることである。

(2) なぜ県が雇用環境の改善を支援するのか
中小零細企業が多い県内企業ではある程度の経験を有する中途採用指向が強く、

未経験の者を自社で育てる仕組みが十分でない企業が少なくない。
また、人材育成の重要性について理解を示しても、県内の多くの企業では、その

ための人・ノウハウ・費用が不足しており、各企業で取組みを行うことは難しい。
そのため、県が、人材育成の中核となる人材育成推進者の養成や、専門家の派遣

等による支援を行うことが必要である。

６．関係法令、条例、規則等
労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関す
る法律

沖縄21世紀ビジョン Ⅲ-(10)-エ 働きやすい環境づくり
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事業名 正規雇用化サポート・企業応援事業

１．予算措置状況 令和３年度 40,157千円（令和２年度 46,900千円）
※令和２年度は正規雇用化サポート事業及び正規雇用化企業応援事業

(沖縄振興特別推進交付金 8/10補助)

事業期間：H27～R3

２．事業の概要
(1) 目的

本県の高い非正規雇用率を改善するため、非正規雇用従業員の正社員転換や正社
員雇用を検討している企業を支援し、県内の正規雇用化等を促進する。

(2) 現況
沖縄県の非正規雇用率は39.3％で、全国37.1％と比べ高い状況にある。
非正規雇用については、雇用が不安定であることに加え、一般的に賃金が低い等

の問題が指摘されている。さらに、必要な職業能力が形成できないことも多く、特
に若年者にとって、その後の職業人生に大きな影響を及ぼすおそれがある。
また、企業においても非正規雇用率が高いことは、将来の中核的な人材が育たな

い等のデメリットが懸念される。

(3) 事業の内容
① 非正規雇用従業員の正規雇用化や正社員雇用を検討しているが、コスト面等が
課題となっている企業に対し、中小企業診断士等の専門家チームを派遣し、財務
面等に関するアドバイスなどを行い、正規雇用化等の促進を図る。

② 非正規雇用従業員の正規雇用化を図る県内企業が、スキルの獲得や資格取得等
を目的に、県内または県外の研修地で従業員研修を行う場合に、宿泊費、交通費
の助成を行う。
・助成額：助成対象経費の3/4（下表の「助成限度額」以内）

研修期間 5日以上 1か月以上 2か月以上 3か月以上 4か月以上

1か月未満 2か月未満 3か月未満 4か月未満

助成限度額 10万円 15万円 20万円 25万円 30万円

〈事業スキーム〉
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事業名：正規雇用化サポート・企業応援事業

①予算区分：委託料、補助金
②委 託 先：一般社団法人沖縄県中小企業診断士協会
③委託内容：専門家派遣の実施、経営者等への意識啓発、助成金申請の審査等

(4) 期待される事業効果
① 人件費等コスト面が課題となって従業員の正規雇用化等を実施できない企業に
対して正規雇用化のメリットを視野においた中小企業診断士等派遣による支援を
行うことにより、企業における経営・財務・人事等、多方面の経営基盤が強化さ
れ、県内の正規雇用化等の取り組みが促進される。また、企業にとっては人材の
確保定着が期待される。

② 研修派遣者数以上の正社員転換を助成条件としており、正規雇用化が促進され
る。また、中長期的には、企業の人材確保や従業員のスキルアップにより、企業
の生産性が向上することで、持続的な正規雇用化に繋がる。

３．事業実績（令和２年度）
成果指標 目標 実績

正規雇用化 支援企業数 25社 38社
サポート事業 正社員転換人数 75人 80人
正規雇用化 非正規雇用から正規雇用への
企業応援事業 転換従業員数 30人 19人

４．事業目標（令和３年度）
成果指標 目標

専門家派遣による支援企業数 25社
専門家派遣による正規雇用拡大者数 75人
従業員研修費用の一部助成による正規雇用化数 20人

５．補足説明
(1) ４月～７月にかけて事業の周知と支援企業の募集を行い、支援企業約25社を選定
のうえ、７月以降専門家派遣による支援を行うこととしている。
支援企業の選定方法は、応募企業における正規雇用拡大者数や課題の内容等を踏

まえ、審査のうえ、決定する予定。

(2) 国（厚生労働省）のキャリアアップ助成金（正社員化コース）においては、有期
雇用労働者等を正規雇用労働者等に転換した場合に助成金（例：有期雇用→正規雇
用の場合57万円等）を受給できる仕組みがあるが、本事業の助成金と併給できるも
のとなっている。

６．関係法令、条例、規則等
労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する
法律

沖縄21世紀ビジョン Ⅲ-(10)-エ 働きやすい環境づくり
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事業名 正社員雇用拡大助成金事業

１．予算措置状況 令和３年度 19,554千円（令和２年度 27,934千円）
事業期間：H30～R4

２．事業の概要
(1) 目的

本県の高い非正規雇用率を改善するため、若年者を正社員として雇用する企業に
対し助成金を支給し、正社員就職機会の創出や職場定着の推進を図る。

(2) 現況
沖縄県の非正規雇用率は39.3％で、全国37.1％と比べ高い状況にある。また、非

正規雇用については、雇用が不安定であることに加え、一般的に賃金が低い等の問
題が指摘されている。さらに、必要な職業能力が形成できないことも多く、特に若
年者にとって、その後の職業人生に大きな影響を及ぼすおそれがある。

(3) 事業の内容
35歳未満の者（卒後１年以内の者を除く）で過去６ヶ月以内に正社員として雇用

されていない者を正社員として新規雇用し、定着に繋がる取組を新規雇用から３ヶ
月の間に実施した場合に、予算の範囲内で助成金を支給する。
○事業者要件

・中小企業等であること。
・県内にて設置届を提出している雇用保険適用事業所であること。
・過去６ヶ月以内に事業主都合による離職者がいない事業者であること等

○助成金額

・対象者１名につき30万円（１社当たり３名まで）

〈事業スキーム〉

①予算区分：委託料、補助金
②委 託 先：一般社団法人 沖縄県中小企業診断士協会
③委託内容：助成金に関する相談、指導、審査及び周知広報等の業務

(4) 期待される事業効果
県内企業における正社員雇用の動きを促進することにより、労働者の就労安定等

雇用の質の改善が期待できるとともに、県内の若年人材が希望する雇用形態・地域
に就職できる可能性が高まり県内の労働力人口の維持確保に繋がる。
また、一定期間（３ヶ月）の定着までを要件とすることで、人材育成や人材確保

も円滑に図られ、企業の生産性が向上することで持続的な正規雇用の拡大に繋がる。
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事業名：正社員雇用拡大助成金事業

３．事業実績（令和２年度）

成果指標 目標 実績

正社員定着人数 35人 35人

４．事業目標（令和３年度）

成果指標 目標

正社員定着人数 30人

５．関係法令、条例、規則等
労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する

法律

沖縄21世紀ビジョン Ⅲ-(10)-エ 働きやすい環境づくり
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事業名 非正規労働者処遇改善事業

１．予算措置状況 令和３年度 10,909千円（令和２年度 13,577千円）
(沖縄振興特別推進交付金 8/10補助)

事業期間：H28～H33（R3）

２．事業の概要
(1) 目的

非正規労働者を雇用している県内中小企業のそれぞれの実態に即した労働環境の
整備を支援し、非正規労働者等従業員が働きやすい職場への改善を図る。

(2) 現況
本県の非正規雇用率は39.3％と、全国と比べ2.2ポイント高い現状にあるため、

改善を図るべく国や県において正規雇用への転換等を促進する各種施策に取り組ん
でいるところである。
しかし、自らの意思で非正規雇用を選択する労働者もおり、正社員転換を促進し

ても、非正規労働者は常に一定程度存在することから、非正規労働者が働きやすい
職場環境を整え、働き続けられる環境整備を図ることが非常に重要である。

(3) 事業の内容
専門家派遣による就業規則の見直し等を支援するとともに、使用者向けセミナー

の開催により労務管理能力の向上等を図る。

〈事業スキーム〉

①予算区分：委託料
②委 託 先：民間企業
③委託内容：専門家派遣の実施及び使用者向けセミナーの開催

(4) 期待される事業効果
当該事業の実施により、県内中小企業における労働環境が改善され、従業員の定

着率の向上が図られる。

３．事業実績
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

専門家派遣企業数(事業所) 30 20 20 17
使用者向けセミナー開催数（回） 20 10 10 ８
使用者向けセミナー受講者数（名） 410 207 246 218

沖縄県

受託事業者

社労士等専門家 県内中小企業
使用者向け

セミナー開催

講師として

派遣 訪問

労務管理能力

向上支援
労働条件

改善支援

非正規労働者の

処遇改善

日程調整
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事業名：非正規労働者処遇改善事業

４．事業目標
令和３年度目標
○専門家派遣の実施：15事業所
○使用者向けセミナーの開催：５回

沖縄21世紀ビジョン Ⅲ-(10)-エ 働きやすい環境づくり
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事業名 ワーク・ライフ・バランス推進事業

１．予算措置状況 令和３年度 ６，０１５千円（令和２年度 １４，１２６千円）
事業期間：H23～

２．事業の概要
(1) 目的

従業員が安心して働き続けることのできる職場環境を整備し、労働者の福祉の向
上及び就業者の定着率の向上を図る。

(2) 現況
長時間労働や仕事と育児・介護の両立など、労働者を取り巻く環境は厳しく、「労

働の質」が問われている中、労働者が安心して働き続けるためには、ワーク・ライ
フ・バランスの推進が重要である。
そこで、県民及び企業向けにワーク・ライフ・バランスに関する周知啓発と、企

業のワーク・ライフ・バランスへの取り組みを支援することで、労働者が健康で仕
事と生活を両立しながら充実した職業生活を営むことのできる、働きやすい職場環
境づくりを整備する必要がある。

(3) 事業の内容
セミナーの開催等によるワーク・ライフ・バランスの周知・啓発及び広報を行う

とともに、県内企業へ社会保険労務士等のアドバイザーを派遣し、企業内でのワー
ク・ライフ・バランスへの取組みを支援する。

〈事業スキーム〉

①予算区分：委託料
②委 託 先：民間企業
③委託内容：セミナー開催、アドバイザー派遣によるワーク・ライフ・バランスへの

取組支援等

(4) 期待される事業効果
ワーク・ライフ・バランスの啓発・普及を図ることにより、 ワーク・ライフ・

バランスに取り組む企業が増加し、社員の満足度を高め、生産性を向上させるとと
もに、人材の安定的な確保につながることが期待できる。

沖

縄

県

受

託

者

委託 実施

セミナー

開催

アドバイザー

派遣

企業等啓発・

助言
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事業名：ワーク・ライフ・バランス推進事業

３．事業実績
令和２度実績
○企業向けセミナーの参加者数：４回 延べ43名（31社）
○アドバイザー派遣：35社延べ52回
○ワーク・ライフ・バランス認証企業数：４社

４．事業目標
令和３年度目標
○企業向けセミナーの参加者数：延べ80名
○アドバイザー派遣：19社延べ59回
○ワーク・ライフ・バランス認証企業数：６社

沖縄21世紀ビジョン Ⅲ-(10)-エ 働きやすい環境づくり

- 10 -



事業名 女性のおしごと応援事業

１．予算措置状況 令和３年度 27,300千円（令和２年度 27,300千円）
(沖縄振興特別推進交付金 8/10補助)

事業期間：H27～

２．事業の概要
(1) 目的

女性を取り巻く雇用・労働環境の改善を図り、雇用の質の向上を図るため、女性
が働きがいをもって仕事に取り組むことができる環境づくりを推進するとともに、
仕事に対して女性が抱える不安・悩みの改善・解消に向けた支援を行う。

(2) 現況
本県は、男性の平均賃金が全国で最も低く家計を維持するため就業を希望する女

性の比率は全国一高い状況にある。しかし、いったん就職しても出産・育児等を機
に離職するケースもあり、勤続年数が短く、転職者比率は全国で最も高い水準とな
っているなど、全国と比較しても女性を取り巻く雇用・労働環境が不十分であるた
め、女性の多様な働き方を総合的に支援することにより、雇用の質の向上と雇用の
量の拡充を図る必要がある。

(3) 事業の内容
沖縄県女性就業・労働相談センターに専門相談員を配置し、仕事に関する相談や

キャリアアップ、スキルアップセミナーの開催等の支援を行うとともに、「女性が
働き続けられる職場づくり支援プログラム」の周知・啓発・普及を行う。

〈事業スキーム〉

①予算区分：旅費、委託料
②委 託 先：公益財団法人 沖縄県労働者福祉基金協会
③委託内容：相談業務、セミナーの開催、「女性が働き続けられる職場づくり支援

プログラム」の周知及び活用促進業務

(4) 期待される事業効果
女性が働きがいをもって仕事に取り組むことができる環境が整備されるととも

に、仕事に対して女性が抱える不安・悩みの改善・解消に繋がる。
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事業名 労働相談事業

１．予算措置状況 令和３年度 16,111千円（令和２年度 23,015千円）
事業期間：H27～

２．事業の概要
(1) 目的

労働者及び使用者からの労働問題全般に関する相談に対し、適切に助言を行うこ
とにより、労使関係の安定を促進する。

(2) 現況
本県の雇用環境は非正規雇用者比率が高く、それに伴い賃金は低く抑えられ、休

業制度の整備が不十分で全国でも遅れているほか、雇用形態や労働者の職業意識の
多様化に伴い、労働問題は複雑化・多様化している。
当該事業を実施することにより、労使間紛争の未然防止、自主的解決を支援し、

働きやすい環境作りを推進する必要がある。

(3) 事業の内容
沖縄県女性就業・労働相談センターに社会保険労務士の資格を有する専門相談員

を配置し、労使問題全般の相談に対して自主解決のアドバイスや情報提供を行うと
ともに、必要に応じて関係行政機関の紹介を行う。

〈事業スキーム〉

①予算区分：委託料
②委 託 先：公益財団法人 沖縄県労働者福祉基金協会
③委託内容：相談業務、セミナーの開催等

(4) 期待される事業効果
労使関係の安定促進、働きがいのある環境づくり、賃金等労働条件の改善など

「雇用の質」の向上により、所得が向上し、本県経済の持続的発展が期待できる。

３．事業実績
平成30年度 平成31年度 令和２年度

相談件数 621件 455件 492件
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事業名 労働福祉推進事業費

１．予算措置状況 令和３年度 761千円（令和２年度 895千円）
事業期間：H26～

２．事業の概要
(1) 目的

労働全般に関する知識の普及及び情報の提供により労働条件の向上と労使関係の
健全な発展を図るとともに、各種制度の周知広報及び関係団体の指導等を通じ労働
者福祉の向上を図る。

(2) 事業の内容
・労働者が安心して仕事に従事できるよう、中小企業退職金共済制度などの周知
広報を図る。
・季刊誌「労働おきなわ」を年に4回（各600部）発行・配布。

〈事業スキーム〉

①予算区分：直接実施
②委 託 先：－
③委託内容：－

(3) 期待される事業効果
時宜に応じた労働関係諸制度等に関する情報が適切に提供され、労使関係の安定

が図られるとともに、所管団体の指導・監督を通じて労働者福祉の向上が見込まれ
る。

３．事業実績
令和２年度実績
○広報誌発行部数（労働おきなわ）：2,400部

４．事業目標
令和３年度目標
○広報誌発行部数（労働おきなわ）：2,400部
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事業名 中小企業労働対策事業費

１．予算措置状況 令和３年度 1,302千円（令和２年度 1,861千円）
事業期間：H14～

２．事業の概要
(1) 目的

県内企業の労働条件等の実態を把握し、労働環境の向上に向けた施策の充実に役
立てるため、実態調査を実施する。
また、「沖縄県の契約に関する条例」に関する取組の推進により、県契約を受注

する企業を中心として、労働環境の整備が促進され、労働者の処遇改善や公共サー
ビスの質の確保を図る。

(2) 現況
① 社会経済情勢の変化により、公共サービスの効率化やコスト縮減が図られるな
か、発注者である沖縄県の厳しい財政状況、事業者間での価格競争に加え、人件
費の高騰等を背景とした事業者の収益性の低下など様々な要因が重なった結果、
入札の不調・不落の発生や、良質な労働力の確保にも影響が出始めるなど、公共
サービスの質の確保に懸念があるため、平成30年４月に「沖縄県の契約に関する
条例」が施行された。

条例制定県（７県）：長野県、奈良県、岐阜県、岩手県、愛知県、沖縄県、静岡県

② 県内企業の労働条件等に関する労働条件等実態調査において、就業規則の作成
状況、有給休暇平均取得率、育児休業取得率等の状況等を把握しており、今後の
労働行政の基礎資料としているところである。

就業規則の作成状況 88.2％ 育児休業取得率（女性）96.3％
介護休業制度の有無 74.0％ 育児休業取得率（男性）18.8％

(3) 事業の内容
①沖縄県の契約に関する条例

条例に関する取組を推進するため、条例の周知を図るとともに、取組状況の検
証や取組改善に向けた意見聴取を行う沖縄県審議会を開催する。

②沖縄県労働条件等実態調査
平成28年経済センサス活動調査の事業所を母集団として、従業員５人以上を雇

用する事業所の中から、産業大分類事業所比率、従業員規模を考慮し、無作為に
抽出した2,000事業所にアンケート調査を行う。

〈事業スキーム〉※労働条件等実態調査の事業スキーム
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①予算区分：報酬、旅費、需用費、役務費、委託料

(4) 期待される事業効果
「沖縄県契約に関する条例」の周知啓発とともに、沖縄県契約審議会の意見を「県
の取組方針」に反映させることで、労働環境の整備が促進され、労働者の処遇改善
が図られる。
また、県内企業の労働条件等の実態を適切に把握し、労働施策の充実に役立てる

ことで、労働者の労働条件及び労働者福祉の向上を図られる。

３．事業実績（令和年度）
沖縄県契約審議会 １回開催
県機関向け条例説明会 ３地区・４回開催
労働条件等実態調査を実施し、報告書を作成・配布。

４．関係法令、条例、規則等
沖縄県の契約に関する条例
沖縄県の契約に関する条例施行規則
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